
南信州定住自立圏の構築に向けた南信州定住自立圏の構築に向けた
地域経営戦略地域経営戦略

～～人口人口1010万人の地方都市から「ニッポンの日本」を考える万人の地方都市から「ニッポンの日本」を考える ～～

20112011年年１１月月1818日日

飯田市長飯田市長 牧野光朗牧野光朗

立命館大学「全国知事リレー講義」立命館大学「全国知事リレー講義」

牧野牧野 光朗光朗

（まきのみつお）（まきのみつお）

1961年長野県飯田市生まれ。早稲田大学政治経済学部卒
業後、日本開発銀行（現日本政策投資銀行）入行。同フランク
フルト首席駐在員、同大分事務所長を経て退職。2004年10
月に飯田市長に就任。2期目。

現在、環境モデル都市として「『おひさま』と『もり』のエネルギ
ーが育む低炭素な環境文化都市の創造」に取り組み、全国
から年間約２万人が訪れる体験教育旅行やワーキングホリデ
ーに代表される、住民と農村のパートナーシップによるグリー
ンツーリズムを推進中。

また、全国に先駆けた定住自立圏構築の取組を通して、一旦
は地域を離れた若い人たちが再び戻り、安心して子育てがで
きる地域にするための「人材のサイクル構築」による飯田のダ
イナミズム創造に力を注ぐ。

さらに、こうした地域の取組を学ぶための実地講座「南信州・
飯田フィールドスタディ」を開講し、この夏は21大学約300人
の学生を受け入れる。その中には、東京大学非常勤講師を
務める単位講座も含まれる。
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１１ 飯田市の概要飯田市の概要

2

伝統産業

飯田市の概要

街のシンボル
りんご並木
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○面 積 658.76㎞2   

○人 口（H22.9.1） 105,078人
○世帯数（H22.9.1） 37,601世帯
○標高（市役所） 499.02m 
○日照時間（2009年） 1,969時間
○森林面積（割合） 全市域の84.6%    

人形劇のまち

市
田
柿

精密部品

三菱電機㈱飯田工場19

環境産業

多様なものづくりの集積地多様なものづくりの集積地

多多
様様
なな
主主
体体
にに
よよ
るる
まま
ちち
づづ
くく
りり

多様な自然・風土・文化多様な自然・風土・文化



２２ 南信州定住自立圏の構築南信州定住自立圏の構築
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人口減少

少子高齢化

総人口は約１３％減少見込み
（約１２７７６万人→約１１０６８万人）

年少人口は約４０％減少見込み
（約１７５９万人→約１０５１万人）

高齢者人口は約４５％増加見込み
（約２５７６万人→約３７２５万人）

（2005年→2035年）

大都市圏への
人口偏在 １９７５年

約５３２３万人三大都市圏 約６４１８万人 約５８８８万人

２００５年 ２０３５年

大幅増

（＋１０９５万人） （▲５３０万人）

減

約５８７１万人地方圏 約６３５８万人 約５１８０万人（＋４８７万人） （▲１１７８万人）

増 大幅減

（＋１５８２万人） （▲１７０８万人）合計
出典：総務省

地方圏の厳しい現状
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南信州圏域の人口動態

バスを使った「結いターン」キャンペーン
（ゆいターン）

地方都市ＵＩターン
キャリアデザインセンター
（送出ポンプ）

地方各定住自立圏
ＵＩターン等促進事業
（ダムと汲上ポンプ）

◆お薦めＵＩターン１００圏域
①採択 ②組織化

◆ＵＩターン情報発信
①各種広報（テレビ、新聞ほか）
②ポータルサイト
③窓口相談
④大学就職課との連携など

地方都市

中央

どれほど良い人材が来ても、
定着できない
どれほど良い人材が来ても、
定着できない
どれほど良い人材が来ても、
定着できない

人材ダムが無ければ、
人はどんどん流れ出て
しまう

7

人材のサイクル人材のサイクル （地域にダイナミズムを起こす新技術を担う人材の誘導）（地域にダイナミズムを起こす新技術を担う人材の誘導）
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結い（U・I）ターン
プロジェクトの取り組み

※この部分が弱い！！



南信州定住自立圏南信州定住自立圏のの構築構築
～ 山のくらし・里のくらし・街のくらし 多様性あふれる魅力と文化 ～

若者達が定着し、多彩な「人財」が将来にわたり往来する地
活力にあふれ美しく、心が響きあい、安心して暮らすことができる地

飯田市
106,000人余

松川町
高森町

阿南町

阿智村

平谷村

下條村天龍村

大鹿村

喬木村泰阜村
豊丘村

根羽村

売木村 南信州広域連合の取組み

ごみ処理、消防、介護認定など

中心市と周辺町村が
１対１で協定締結

（議決が必要）

分野別･テーマ別の
共同運営・共同経営

地方生活圏
の新しい姿
を創出

公共交通

交流・移住の
促進

産業

医療
福祉

環境

情報
ｲﾝﾌﾗ

１市３町10村
人口172,000人余
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帰ってこられる

産業づくり

住み続けたいと感じる
地域づくり

帰ってきたいと

考える人づくり

自治基本条例 ・地域自治組織
医療の充実 ・地域健康ケア計画

地域経済活性化プログラム 地育力向上連携システム推進計画

多様な主体による多様な主体による協働協働

文化経済文化経済
自立都市自立都市

持続可能な地域づくりのために持続可能な地域づくりのために

9

飯田市の市政経営の方向

市町村の行政区画に
とらわれず、

生活圏・経済圏に
視点を合わせた
政策立案が必要。



３３ 南信州定住自立圏構築のための南信州定住自立圏構築のための

産業ダイナミズムの創発産業ダイナミズムの創発

地域経済活性化プログラムとは？地域経済活性化プログラムとは？

• 地域の経済自立度を７０％にするために産業界、市民、経済団体、行政がスクラムを組ん
で（地域ぐるみで）実施する事業を具体的に明示。

• 現場主義の徹底により現場の改善から生み出される効果的な施策を立案、実施

• 地域経済活性化プログラムは、産業界、市民を交えた評価、点検を行い、毎年プログラムを
見直す。（PDCAサイクル）
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地域全体の必要所得額

地域産業からの波及所得総額
経済自立度＝



12

必要
所得額 45%

40%

15%

Ｈ１３年

（自立度は４５％）

地域産業からの

波及所得

工 業 １,３９８億円

農林業 ２４０億円

観光業 ８２億円

計 １,７２０億円地域住民１７万８千人の必要所得は ３７２４億円
（地域経済活性化プログラムの対象は南信州圏域全体の住民）

支援減少
公的業務からの波及所得

１６５５億円

不足額

３２１億円

地方地域が中央依存による存在から自立へ

・地方分権一括法施行（H12.1）

伴う三位一体改革

背景：膨大な財政赤字
Ｈ１５

自立度→４３.５％

Ｈ１９

自立度→５４.９％

Ｈ２０

自立度→５２.６％

最終目標： Ｈ２６

自立度→７０％

波及所得２４００億円

南信州南信州定住自立圏の定住自立圏の
経済自立度向上を目指して経済自立度向上を目指して

12

約908兆円（平成22年９月末)

国債・借入金･政府短期証券の合計

専門家の中長期滞在による支援の必要性

～ダイナミズムをおこす布石として～

地域内の多様な主体

地域外の専門家

短期単発的
関与

ー

有 少ない

有

長期継続的
関与

ゆえに地域にダイナミズムが
なかなか起きにくい
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農家等の現状（依存体質） 目標（自立構造）

市場ニーズに見合った
生産体制構築が課題

本 社

開 発 営 業

生 産

総務大臣と懇談する鏑木社長

人材誘導がもたらした自立構造へのダイナミズム人材誘導がもたらした自立構造へのダイナミズム

本 社
かぶちゃん
農園(株)

開 発
市田柿
の貯蔵

営 業
ブランド化
高付加価値化

生 産
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飯伊地域地場産業振興センター飯伊地域地場産業振興センター
～地域のものづくりの明日を拓く中心組織として～

ものづくりの拠点
～飯田独自の事業展開～

◆地域産業振興事業
◆産業技術大学
◆ビジネスネットワーク支援センター
◆工業技術センター（各種試験・技術相談）
◆ＥＭＣセンター（電磁波防止技術関連）
◆環境技術開発センター（インキュべーション関連）
◆地場産品紹介、販売

人材サイクルを構築するﾀﾞｲﾅﾐｽﾞﾑの視点

信州大学

明治大学

長野高専

諏訪東京理科大学

長野県総合技術センター

信州大学

明治大学

長野高専

諏訪東京理科大学

長野県総合技術センター

飯田信用金庫

八十二銀行

飯田信用金庫

八十二銀行

浜松商工会議所

豊橋商工会議所

浜松商工会議所

豊橋商工会議所

大学・公設試験機関

金融機関

飯田商工会議所

商工会連合会

飯田商工会議所

商工会連合会

支援機関

三遠南信ネットワーク

精密機械工業系 １３０社

電気・電子工業系 ３０社

食品産業系 １６０社

伝統産業（水引他） ４０社

精密機械工業系 １３０社

電気・電子工業系 ３０社

食品産業系 １６０社

伝統産業（水引他） ４０社

域
外
と
の
結
び
つ
き
が
強
い

域
外
と
の
結
び
つ
き
が
強
い

しんきんシンクタンク

企業ＯＢ

しんきんシンクタンク

企業ＯＢ

シンクタンク

長野県

飯田市、周辺13町村

長野県

飯田市、周辺13町村

自治体

主な企業群

資金
人材
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定住自立圏
協定項目

食農
クラスター

航空宇宙
クラスター

環境
クラスター



地域地域産業クラスターの形成産業クラスターの形成

航空宇宙
クラスター

食農
クラスター

環境
クラスター

17

市田柿、りんごをはじめ果樹・野菜
等農作物の種類が豊富。

半生菓子、漬物、味噌凍豆腐等の
食品企業が古くから存在している。

地域ブランドの確立と中核企業に
よる国内外へのマーケティング展
開を図る。

地域内産業の多様
な連携

地域企業による
干し柿用自動皮むき・
ヘタ取り機

日本の航空機産業の中心である中京圏に近く、
地域内に中核企業があり、精密加工技術の集積地。 JISQ9100取得７社（長野県内10社中）

｢｢飯田飯田｣｣発発 ｢｢全国全国｣｣へへ
LEDLED防犯灯開発プロジェクト防犯灯開発プロジェクト

おひさま 円システム
ゼロ

おひさま進歩

エネルギー

おひさま進歩

エネルギー お客様の住宅お客様の住宅

太陽光パネルを０円で設置

売電収入

中部電力㈱中部電力㈱

月々9,800円

余剰電力の売電

１KWあたり48円



定住自立圏構築のための産業ダイナミズム創発定住自立圏構築のための産業ダイナミズム創発

地域産業支援機関（地場産業振興センターなど）
◆技術力 ◆マーケティング力ほか

売上

売上（付加価値）

技術力

（地域の自立度）

戦略的集中型補助金の拡充
（研究開発投資へのリスクマネー供給）
◆人材育成 ◆認定支援
◆開発・試作支援

ネットワーク支援

（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀなど）

損益分岐点◆人材育成 ◆
人材獲得

◆認定支援 ◆
試作補助

◆地域戦略産業へ
の国策の強化

分散型補助金
による芽だし

民間金融機関
による対応

地域における政策的金融機能の強化
◆ナレッジバンク機能
◆マネーバンク機能
利子補給、保証の拡充
※研究開発等投資企業への出資・無利子融資枠等

圏域における
クラスター戦略の事業例

経済自立度の分析
と明確なプログラムづくり

Seeds

弱体化した政策金融機能の補完

18H22.04 金融政策室の設置

４４ 「ニッポンの日本」を考える「ニッポンの日本」を考える

南信州・飯田フィールドスタディ南信州・飯田フィールドスタディ
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飯田を拠点に（大学との連携）
平成22年度（夏季）

◆フィールドスタディ

☆APU立命館ｱｼﾞｱ太平洋大学 5人

☆和歌山大学 2人
法政大学 65人（院生1含む）
立命館大学 2人
高崎経済大学 27人
名城大学 8人
同志社大学 32人
関西大学 34人
豊橋技術科学大学 3人（院生2含む）
愛知大学 4人
亜細亜大学 34人
首都大学東京 20人
東京大学 27人
金沢大学 1人
千葉大学 1人
お茶の水女子大学 1人
龍谷大学 1人
早稲田大学 3人
一橋大学 1人
上智大学 1人

◆特殊講義2単位
東京大学 23人

◆インターンシップ
立命館大学大学院 2人
金沢大学 1人
京都大学大学院 1人

計 299人

（☆飯田市と友好交流協定等を締結）

南信州・飯田フィールドスタディ

○「ニッポンの日本(日本のｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ)」を考えるきっかけ。そうして、日
本の将来を担っていってほしい。
○国の制度等は、地方で機能しているか否か。地方圏のモデル的・自立
的な取組から、都市圏と地方圏の関係（国のありよう・国のカタチ）へと視
野を広げてほしい。
○４年生大学を有しない飯田。多くの若い人たち、専門家・研究者から意
見・提言をいただき、地域経営に生かしていきたい。

飯田市のフィールドスタディにおける複数大学の共同講義
20

学生同士
の交流

教授同士
の交流

地方都市の実態と
先進的な取組みを知る

飯田を拠点とした

大学間連携の形成
さまざまな知見の融合

地域のキーマン
との交流

飯田インター大学飯田インター大学

（イメージ）（イメージ）

高崎経済大学

名城大学
愛知大学
豊橋技科大学

日本福祉大学

立命館アジア
太平洋大学

法政大学
明治大学
東京農工大学
立教大学 等

信州大学

和歌山大学

交流

研究 共同

立命館大学
同志社大学

21



飯田市の

大学連携の考え方

産学公金 による

プラットホーム

シ
ン
ク
タ
ン
ク

地域と大学とのﾈｯﾄﾜｰｸ形成 関連
シンポジウム･講演会

地域と大学の交流促進

交流

共同
創出

実践
活用

発信
人材誘導

モデル
研究

飯田信金との協働

東京大学

22

新
連
携
組
織
の
設
立

飯田版インター大学形成 関連
フィールドスタディ・インターンシップ

地域の知識･財産を大学へ

法政大
ＡＰＵ
和歌山大
立命館大
高崎経済大
東京農工大
名城大
同志社大
関西大

豊橋技術科学大
愛知大
首都大東京

・
・

企

画

部

産業技術大学 関連

大学の知識･財産を地域へ

信州大工学部
明治大

東京理科大
高専

産
業
経
済
部 地域政策

地域金融政策

体験教育旅行 ワーキング
ホリデー

大学ﾌｨｰﾙﾄﾞｽ
ﾀﾃﾞｨ

JICA受入 セカンドス
クール

人形劇フ
ェスタ

食農教育

南信州が培ってきた気風と風土

天龍峡
百年再生

TOJ南信州

ｽﾃｰｼﾞ

霜月祭り

視察受入
桜守の旅

環
境
文
化
都
市

定
住
自
立
圏
構
想

往来･交流から
定住へ

常に成長する南信州学びの樹常に成長する南信州学びの樹

公民館活動

地育力
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５５ 地域政策の立案主体地域政策の立案主体

24

県には、専門的知識・技術に基づく、ス
タッフ機能を期待

これまでは・・・国これまでは・・・国
縦割り行政の限界

これからは・・・基礎自治体これからは・・・基礎自治体
地域の自立的成長を促す仕組みづくり
→ 人材誘導を促す支援が必要

A省庁 B省庁 C省庁

<基礎自治体>

・自治体職員が担当分野別に地域課題を
切り出し国へ補助申請
・補助要項に合わせた施策づくりを行うため、
不必要なものを行うことになる一方、
必要なものが抜け落ちるケースが多い。

課題A

補助A’’’

課題B 課題C

補助B’’’ 補助C’’’
国

客観的評価
パッケージ支援

産業界
経済団体
他の自治体

機能分担と連携

<基礎自治体>
統合的アプローチによる地域経営
例：「地域経済活性化プログラム」

パワーアップ協定

地域政策を立案する主体地域政策を立案する主体

（県による取り次ぎ）
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